
































れてきた｡ 現在､ 米国の影響を強く受けながら､ 各国会計基準の国際財務報告基準 ()
へコンバージェンスが急速に進んでいる｡
また､ 会計監査では､ 一般に認められた会計原則 (

) に準拠して経営者が作成した
財務諸表の適正性について､ 監査人によって証明が行われる｡ つまり､ 

は､ 財務諸表
作成の準拠枠であると同時に､ 会計監査の準拠枠でもある｡ そこで､ 各国会計基準 (


の中心部分) がへコンバージェンスすれば､ 会計監査においても何らかの影響､ それ
とともに解決すべき問題が生じるであろう｡
本稿では､ 会計の世界的な動向､ すなわち各国会計基準がへコンバージェンスして
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者が､ 資本提供者 () としての
立場から意思決定を行うさいに有用な､ 報告エ
ンティティに関する財務情報を提供することで





















































































































































(28) と述べられた｡ これに対し､ 以下
のような批判がなされた｡























































が､ 企業 (経営者) と投資者との関係ではなく､













































































































れている12)｡ 日本においては､ 現在､ ｢概念フ
レームワーク｣ の公表が検討されている段階に









































































































































































べている (	)10)｡ また､ 討議資料では､
一般目的財務報告書の主要な利用者は､ 現在
および将来の投資者と債権者 (とアドバイザー)



























10) 各国における ｢概念フレームワーク｣ の公
表あるいは公表に向けた検討は､ 各国が
の活動と歩調を合わせるためでもある｡
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